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1．はじめに 

 

近年、社会資本整備を行うにあたって住民参加が重要

視されるようになってきた。住民参加により、行政だけ

では把握しきれない地域に密着したニーズを把握できる

こと、事業が円滑に進められること、つくりあげたもの

への愛着を生み事業後の維持管理に住民の協力が得られ

ること、活力ある社会をつくることができることなど

様々な効果が期待されている１）。 

これまでの広域的視点で画一的に行なってきた道路整

備でも多様化した住民のニーズに応えることに限界がき

ており、地域または地域住民の特性を活かした整備が求

められ、近年では多様化した住民のニーズに応えるため、

道路整備事業においても次第に住民参加の手法が取り入

れられつつある。特に生活道路は、住民にとって最も身

近であることから、最もニーズを把握しているであろう

住民の意思を取り入れ、また、地区の特性を考慮した整

備が求められる。 

 道路整備事業における住民参加に関連し、浦山ら2）や

三谷ら3）は円滑な住民参加プロセス、合意形成の促進要

因として、適切な情報提供や実際の経験を通しての判断、

対話の積み重ねなどが重要であると指摘している。また

著者らは、行政が制度として住民参加を取り入れ生活道

路の整備を計画的に取り組んでいる北九州市の生活幹線

道路整備事業に着目し、その中で事業が比較的スムーズ

に進行した地区の事例を取り上げ、ルート案決定までの

プロセスを整理するとともに、事業効果に対する住民の

評価や住民参加に対する意識を調査した4）。一方で、事

業対象地区全体を比較したとき、事業の進捗状況に大き

なばらつきが生じており、協議会設立がその重要なポイ

ントとなっている。 

本研究では、協議会を合意形成基盤ととらえ、その成

立が地区の地形やコミュニティなどの特性に強く影響を

受けるのではないかという仮説のもとに、両者の関係を

探ろうとするものである。なお、本研究では、合意形成

基盤とは、参加型事業において住民が参加する組織体や

話し合いの場、またその状態のことと定義する。一般的

には一般住民を含む協議会を指し、合意形成に向かうた

めの推進母体のことをいう。 

 

２．生活幹線道路整備事業の概要 

 

（１）本事業の目的 

生活道路の整備に関しては、従来は地元の要望に基づ

きその都度個別に実施してきたため、整備水準に地域格

差が生じており、地域全体をとらえた計画的で公平な道

路整備が必要となってきた。そこで、北九州市では、市

域全体を対象として防災空間の確保及び生活環境の改善

を図るため、地区住民の代表者から成る地元協議会と北

九州市が共同でルートや構造等を協議しながら、図－１

のような幅員８ｍ程度の生活道路（生活幹線道路）の整

備を計画的に行う事業を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）本事業の参加プロセス 

北九州市では、生活幹線道路整備を地区住民のための

道路整備と位置づけ、住民の参加を得ながら計画すると

いう方法で事業を進めることにした。 

 

主要幹線道路：４車線以上の都市計画道路 

補助幹線道路：２車線の都市計画道路 

生活幹線道路：幅員８m程度以上の生活道路 

 図－１ 生活幹線道路のイメージ 
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本事業ではまず、各町内会長に地区住民の代表者から

成る地元協議会の設立を依頼し、地元協議会と市との協

議を通して整備するルートを決定する。その後、沿線住

民へのアンケートを行い、ルートが敷地にかかった場合、

7割以上の条件付賛成があれば事業着手するという方法

で住民の参加を得ながら進めている。事業の一般的な流

れを図－２に示す。 

このように行政が制度としてプロセスを定め、生活道

路の整備に計画的に取り組むのは全国でも類を見ないも

のである（１）。 

 

 

（３）本事業の対象地区 

北九州市では、主要幹線道路と補助幹線道路に囲まれ

た500ｍ×500ｍ＝25haの生活圏（図－１の右下の区画の

大きさ）の中で、骨格となる道路を生活幹線道路と位置

付け、北九州市全域について、25haの生活圏において生

活幹線道路が無かった35地区を事業の対象地区とした

（図－３）。 

これらの地区には防災空間の不足や狭隘道路などの主

な課題の他に、歩道が少ない、地域分断が生じている、

坂道が多く道路の勾配や起伏が激しいなど、各地区の特

徴とともに様々な課題が存在する。 

 

３．生活幹線道路整備事業の特色 

 

行政側の担当者へのヒアリング調査（2006年7月5日実

施）の結果、本事業には以下に示す特色があることが明

らかになった。 

① 本事業は地区住民のための道路整備という点から、

住民の参加を得ながら計画するという方法をとっている。

そのため、「地元にとって防災上や生活利便性の高い道

路はどうあるべきか」ということについて、計画段階に

おいて問題を投げかけ地域住民に十分検討してもらうこ

とが重要と考えて事業を実施している。（参加の啓発） 

② また、地元協議会の結成からルート計画はもちろん

のこと、事業実施中の協力も含めて住民の意気込みが強

い地区から順次着手している。さらに、事業開始時だけ

でなく、工事着手後の反対者への説明なども協議会が協

力して行っている。（参加意欲の重視） 

③ ルート案検討の際も、行政が最初からルートを明示

することはせず、まず地元協議会に検討してもらい、そ

の案について住民と行政で検討を重ね計画決定している。

住民の反対があった場合でも、提案ルートのうち協力が

得られる区間があれば、その間の事業化を検討したり、

別ルートの提案をしたりと柔軟に対応している。（住民

との協働） 

④ 事業が進んでいない地区に対しても、本事業が任意

事業であり計画通りに完了する必要はないため、部分的

に計画変更する、または一部区間について事業を中止す

るなど、住民と行政が協議を継続しながら適切な手法を

検討し柔軟に対応することで地元住民の意向が十分反映

された道路整備を実施している。（事業の柔軟性） 

 

４．各地区における本事業の進捗状況 

 

本事業の対象地区35地区において、協議会設立の有無、

ルート案決定の状況、工事着手の有無、工事の進行状況

など各地区の進捗状況を把握するため実施した前出のヒ

アリング調査結果から、進捗状況によって①協議会が設

立できなかった地区、②ルート案がまとまらなかった地

区、③アンケートで条件付賛成が7割未満だった地区、

④工事着手した地区、⑤事業暫定終了地区という5つの

段階に分類した（表－１）。①は15地区、②は3地区③

は1地区、④は15地区、⑤は1地区であった。 

協議会設立が実現した地区は35地区中20地区であり、 

さらに工事着手できたのは16地区と半数に満たない状況 

図－３ 生活幹線道路整備事業対象地区 

図－２ 一般的な生活幹線道路整備事業の進め方 
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であり、参加型事業の立ち上げの困難さが伺える。 

しかし、これらの数字から協議会が設立できれば、工

事着手までは比較的スムーズに事業が進行するといえそ

うである。すなわち、協議会が設立できるかどうかが事

業の進捗状況に大きく影響すると考えられる。 

 

５．合意形成基盤成立のための条件 

 

（１）合意形成条件の整理 

 協議会設立に影響を及ぼす要因について対象地区の地

図、生活幹線道路整備事業の関係資料を詳細に考察し、

以下の4つの視点を抽出した。 

①古くからの住宅地と新しく開発された住宅地が混在

した地区の新旧住民の意識の相違 

 ②地区の空地（道路を拡幅する余地）の存在 

 ③道路の改良箇所、改良ルート案の発想の容易さ（地

区の問題点の明確さ） 

④住民の経験や不安に基づく問題意識の高さ、事業に

対する切実度 

 このように地形的な制約、既存道路の幅員などの物理

的条件や住民の事業に対する意欲、住民の地域に対する

かかわりなどの社会関係条件が互いに影響しあい、協議

会設立に影響を及ぼしていると考えられる。 

物理的条件として、①面積や地形的特徴などの地理特

性、②道路の幅員や交通量などの交通特性、③小学校や

公共交通の駅など施設の整備状況などの社会特性の3つ

の特性が考えられる。また、社会関係条件として、①人

口や住民の年齢構成などの人口特性、②住民活動の頻度

や住民の事業に対する意欲などのコミュニティ特性の2

つの特性が考えられる。 

 これまでの社会資本整備や地区交通計画、まちづくり

における住民参加、合意形成に関する既存研究２）－11）で

は、①行政の対応や第三者の参加といった外部作用、②

情報提供や意見交換などの情報、③事業の影響の検討な

どのマネジメント手法、④準備段階での時間をかけた協

議などの調整、といったサポート体制を合意形成条件と

して挙げているものが多い。 

 さらに、①地区のつながりや住民の地域へのかかわり

といったコミュニティ特性、②リーダーの存在やそのサ

ポートなどのリーダー特性、といった社会関係条件を合

意形成条件として挙げているものもあった。 

 以上から、合意形成条件を表－２のように整理した。

合意形成条件は内的な地区特性としての物理的条件と社

会関係条件、外的なサポート体制に分類されると考えら

れる。さらにそれぞれの条件を、物理的条件としては地

理特性、交通特性、社会特性の3つ、社会関係条件とし

ては人口特性、コミュニティ特性、リーダー特性の3つ、

サポート体制としては外部作用、情報、マネジメント手

法、調整の4つに分類・整理した。 

 

（２）合意形成条件と住民参加プロセスとの関係 

 ４．で、協議会設立が重要な段階であることが明らか

分類 地区名 地区数

①協議会が設立できなかった地区
白野江、富野、霧ヶ丘、足原、到津、南小倉、朽網、葛
原、横代、白山、宮丸、今光、童子丸、槻田、折尾

15地区

②ルート案がまとまらなかった地区 曽根、安部山、美原 3地区
③アンケートで条件付賛成が7割未満だった地区 若園 1地区

④工事着手した地区
小森江、桜ヶ丘、南丘、湯川、徳吉、二島、大蔵、永犬
丸、大原、町上津役、馬場山、牧山、篠崎、長行、春日

15地区

⑤事業暫定終了地区 枝光・大谷 1地区

表－１ 事業の進捗状況による分類 

図－４ 合意形成条件と住民参加プロセスの関係図 
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表－２ 合意形成条件 
面積
都心・副都心までの距離
地形的特徴
道路指標
周辺道路の整備状況・交通量
事故発生件数
施設の整備状況
土地利用状況
人口
人口密度
世帯数
住民の年齢構成
住民の居住年数
地元組織の有無・活動状況
町内会などの住民活動の活発度
住民の事業に対する意欲
地区のつながり
住民の地域へのかかわり
異議者、反対者への熱意ある説得
リーダーの存在
リーダーのサポート
行政などの柔軟な対応
新しい技術の活用
コーディネーター等の第三者の参加
適切な情報提供
双方向的な情報交換、意見交換
事業実施前の事業による影響の検討
ＰＤCAサイクルの繰り返し
多様な主体の価値の調整とその場
準備段階での時間をかけた協議

外的
サポート

社会関係条件

コミュニティ特性

地理特性

人口特性

交通特性

社会特性

内的
地区特性

物理的条件

リーダー特性

サポート体制

外部作用

情報

マネジメント手
法

調整



になった。この協議会成立という合意形成基盤の成立は、

住民参加プロセスの最初の段階であるとともに、合意形

成に至る極めて重要な段階であるといえる。合意形成基

盤成立のための条件としては、すでに述べたように内的

な地区特性としての物理的条件や社会関係条件、外的な

サポート体制があり、それらがお互いに影響しあいなが

ら、合意形成の基盤を成立させ、その後の合意形成プロ

セスにも影響を及ぼすと考えられる（図－４）。例えば、

物理的条件が困難な場合であっても、地区内の住民のつ

ながりが強固であるなどの社会関係条件が良好であれば、

協議会が成立する可能性がある。さらに、充実したサポ

ート体制が加われば、よりスムーズに成立する可能性が

考えられる。逆に、物理的条件としては特に問題のない

ような場合であっても、地区住民のつながりが希薄であ

るような社会関係条件であれば、協議会は成立しないで

あろう。 

 本事業においては特に、地区住民のための道路整備で

あり、地域住民が自ら考え、自らの判断で事業を進めて

いるということからも、内的な地区特性が合意形成基盤

成立に大きく影響しているのではないかと予想される。 

 

（３）地区特性の調査方法 

 表－２に示す内的な地区特性について調査する。物理

的条件である地理特性、交通特性、社会特性は、北九州

市の地区別のデータ資料、対象地区の地図を用いて調査

する。また、社会関係条件である人口特性は、北九州市

の地区別のデータ資料を用いて整理する。コミュニティ

特性、リーダー特性は住民への説明会や協議会の議事録

の調査、市の担当者・各町内会長へのヒアリング調査を

実施し、把握する。 

 調査した地区特性間の関係性を明らかにするとともに、

各地区における物理的条件と社会関係条件を把握し、そ

れらの相互関係を明らかにする。これらを基に物理的条

件・社会関係条件と協議会設立の有無を比較・検討する。 

 

６．おわりに 

 本事業は地元のための道路整備であることから、地域

住民に問題を投げかけ事業について十分検討してもらい、

地域住民自らの判断で事業を進めている。また、可能な

範囲で改善、工夫するという柔軟な対応をとっている。 

 このような事業の特色のため、事業の進捗状況も地区

によりさまざまで、事業に対して積極的な地区ではすで

に工事着手している。しかし、協議会が設立できなかっ

た地区も少なくない。本事業においては、協議会の設立

が重要な段階であることが明らかになった。 

 この協議会設立という合意形成基盤の成立に影響を及

ぼす要因について、対象地区の地図や関係資料の調査、

既存研究の整理を行うことで、合意形成条件を分類・整

理した。さらに、これらの条件と住民参加プロセス・合

意形成基盤成立との関係性について考察した。 

現在、上記に示した協議会設立に影響を及ぼす要因を

明らかにするため、各地区の特性について調査中である。

その結果を踏まえ、今後は、各地区における物理的条件、

社会関係条件を整理し、物理的条件と社会関係条件の間

の関係性を明らかにする。また各地区の特性と事業の進

捗状況とを比較検討することにより、地区特性と協議会

設立の有無との関係性を明らかにし、地区の特性が合意

形成基盤成立に及ぼす影響を考察していく。 

 

補注 

（１）1995年11月28日付の読売新聞の夕刊において、「25ヘクタール以

上の地域を選び、防災空間の確保と生活環境改善のため、住民と協議を

進めながら幅８－10メートルの道路を整備する方針で、全国でも珍しい

取り組み。」とある。 
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